
 

Confidential 

  

国土交通省都市局市街地整備課 御中 

 

 

 

 

令和４年度当初予算 国土交通省 スマートシティ実装化支援事業 

命を守るデジタル防災プロジェクト事業 

調査報告書（成果品） 

会津デジタル防災協議会 

2023 年 3 月 17 日 



 

 1 

 

1_スマートシティ実証調査成果品 
 

 

目次 

１．はじめに            

・都市の課題について         3 

・コンソーシアムについて         4 

 

２．目指すスマートシティとロードマップ        

・目指す未来          6 

・ロードマップ         14 

・KPI          14 

・その他          15 

 

３．実証実験の位置づけ          

・実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ   16 

・ロードマップの達成に向けた課題       24 

・課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ     25 

 

４．実験計画           

・実験で実証したい仮説        27 

・実験内容・方法         27 



 

 2 

 

1_スマートシティ実証調査成果品 
 

 

 

５．実験実施結果          

・サービス観点         35 

・システム観点         54 

・技術の実装可能な時期、実装に向けて残された課題    55 

 

６．横展開に向けた一般化した成果        

・地域特情などを除いて一般化       57 

 

７．まちづくりと連携して実施することが効果的な取組の提案    

・命を守るデジタル防災（マイハザード）事業とまちづくり施策との連携  58 

・スマートシティの取組におけるまちづくり施策との連携及び会津若松市の特性 61 

  



 

 3 

 

1_スマートシティ実証調査成果品 
 

 

1. はじめに 
 

都市の課題について 

全国に共通する地域課題 

会津若松市を含め、全国に共通する地域課題として以下を認識。 

① 人口減少（毎年 1,000 人超）／特に、生産年齢人口の減少 

② 年々減少する出生数／全国平均より高い高齢化率 

③ 歳出の４割以上を占める民生費（医療費・介護費等） 

⇒地域行政（財政）の継続性に対する強い危機感／消滅可能性都市 

 

これまでのスマートシティ会津若松の取り組み 

上記課題を包括的に解決するため、2013 年より『スマートシティ会津若松』を推進。 

様々な分野で ICT を活用する取組を推進し、市民生活の利便性向上と ICT 関連企業誘致を同時に実現

し、一定の効果は出ているものの、起死回生策とまでは言えない状況。 

⇒産業誘致の延長線上の取組では根本的な地方創生は困難 

 

構造的な地域 DX 実現に向けた取組通する地域課題 

デジタル時代における自助・共助・公助の考え方を地域全体で共通認識とし、地域経済基盤の立て直

しのための地域産業 DX と Well-being を実現する市民生活 DX を、市民・企業・地域の三方が手を取

り合って実現する構造的な地域 DX が必要不可欠と認識。 

⇒『スマートシティ会津若松』のセカンド・ステージへの挑戦 

本市の人口推移 

会津若松市 2011 年 2021 年 変化率 

現住人口 126 千人 118 千人 ▲6.3% 

生産年齢人口 76.0 千人 65.6 千人 ▲13.7％ 

 

スマートシティ会津若松による更なる挑戦イメージ 
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コンソーシアムについて 

運営体制 

▮スマートシティ全体の運営体制 

会津若松市におけるスマートシティ全体の取組を一体感を持って効率的に推進するために、市及び

地元関係団体に加え、スマートシティを推進する企業により構成されるコンソーシアムの 3 者が、

アーキテクトをハブに相互連携する体制で推進。 

    

 

▮本事業の推進体制 

本事業においては、市・関係団体・事業者で防災に関する主体で 2022 年 8 月に設立された「会津

デジタル防災協議会」で推進。 
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        【防災】国土交通省「スマートシティ実装化支援事業」 

会津デジタル防災協議会 

# 名称 役割及び責任 

1 会津若松市 実証にかかる全体調整 

2 アクセンチュア株式会社 

実証の計画策定および推進 

実証の実施 

3 ソフトバンク株式会社 

4 SAP ジャパン株式会社 

5 SOMPO ホールディングス株式会社 

6 三井住友海上火災保険株式会社 2023 年度以降の実証の計画策定及び

推進 7 株式会社エムアイメイズ 

8 市内自主防災組織 実証の支援 
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２. 目指すスマートシティとロードマップ 
 

 

目指す未来 

スマートシティ会津若松の基本ビジネスモデル 

会津若松市は、スマートシティリファレンスアーキテクチャにおける「A 地域 協議会主導モデル」を採

択している。従前は会津地域スマートシティ推進協議会が推進主体であったが、ICT 関連企業の会津若松

市への集積を踏まえ、コンソーシアムを立上げ、推進主体を担っていく想定。 
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スマートシティサービス継続のための地域エコシステムによるビジネスモデル 

スマートシティは、都市 OS を導入・維持することが目的ではなく、 都市 OS を通じてさまざまなスマ

ートシティサービスが提供されることで地方創生を実現することが目的である。 

スマートシティサービスは、地域目線で今までの営利主義とは異なる新たなサービス・ビジネスモデル

となることから、スマートシティサービス単体での採算をとることが困難な事業も存在する。 

そのため、サービスや分野を超えた分野エコシステムや地域エコシステムを通じて利益とコストのバラ

ンスを取りながら、地域としてスマートシティサービスを継続性をもって提供することを目指す。 
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スマートシティサービス  

会津若松市では、一つの地域 ID でさまざまなサービスが利用可能という市民の利便性・簡易な利用を意

識して、会津若松プラスという地域ポータルを中心に、教育情報サービスや母子健康情報サービスなど

を都市 OS 上でスマートシティサービスとして展開している。 

本事業で構築する防災分野のサービスについても、これまで構築したサービスと同様に、都市 OS 上のス

マートシティサービスとして構築し、会津若松市での利用に加え、他地域への横展開も可能なモデルと

する。 

 

 

 

▮防災スマートシティサービス 

・位置情報を活用した安否確認・避難誘導 

・介護分野との連携による要支援者対応の高度

化 

→パーソナライズされた災害対応の実現 

 

 

 

 

 

▮モビリティスマートシティサービス 

・ 鉄道・バス等の共通デジタルチケットの販売  

・ 車内混雑情報など新しい生活様式に対応した運行情報の提供  

・ AI オンデマンドバスなどの新しいモビリティサービスの提供 
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▮食・農業スマートシティサービス 

・生産者(農家）と実需者(旅館、飲食店)をマッチング 

・デジタル通貨による事業者間決済 

→地域営農者の所得の向上、地産地消の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▮観光スマートシティサービス 

・地域観光事業者やコンテンツの予約・支払い等 

 の有機的な連携 

・視察や出張などの目的に合わせたコンテンツの 

 パッケージ化 

→関係人口増加と地域内経済循環の促進 

 

 

 

 

▮決済スマートシティサービス 

・手数料低減や即時現金化を可能とするキャッシュ 

 レス決済の構築 

・購買行動の見える化と他分野連携による付加価値 

 創出 

→支払い利便性の向上、キャッシュレス化促進、デ

ータ利活用型サービスの構築 
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▮ヘルスケアスマートシティサービス 

・電子カルテ連携によるシームレスな診療環境の構

築 

・センシングやオンライン診療・健康相談による予

防的医療の推進 

→地域・医療資源の有効活用、オンライン医療サー

ビスの充実 

 

 

 

 

▮行政スマートシティサービス 

・行政保有情報をオプトインに基づき連携することに

より、申請書が自動で記載 

・行政情報の安全な連携と本人認証を実現 

・オープンデータの推進 

→行政手続きの利便性向上、安全な行政情報の連携、

多様なサービスへの展開 
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スマートシティアセット 

会津若松市では、各種センサーやスマホ等のスマートシティアセットから日々生成されるデータに加

え、既に生成・保存されているデータの有効利用が重要であると考えている。本事業で実施する防災サ

ービスにおいても、同意取得先(オプトイン取得先)とデータ保有者を区分して認識し、適切なオプトイン

に基づき既存アセット・データを有効活用する。 

※青字：本実証において追加したデータ 

アセット・データ項目 同意取得先 データ保有者 利用目的・方法 

氏名、性別、生年月日、住所、

携帯電話番号、プロフィール画

像 

個人 個人 ·  性別、年齢に基づく防災用品、備蓄品リストのパーソナライズに

利用 

·  登録住所周辺のハザードマップ表示に利用 

·  防災サービスにおけるマイプロフィール画像に利用 

家族情報 個人 個人 ·  家族間での位置情報、安否情報共有に利用 

位置情報 個人 個人 ·  利用者の現在地、および利用者が選択した避難場所／避難

所までの避難ルートの表示に利用 

·  自治体の市民避難状況把握のための管理画面のマップ表示

へ利用 

要支援者フラグ情報 個人 個人・自治体 ・ 要支援者の安否、位置情報に基づく氏名・年齢含めた避難状

況確認に利用 

避難所情報（位置、対象の災

害種別、標高、収容人数） 

自治体 自治体 ·  防災マップ上での避難所情報表示へ利用 

各種ハザードマップ情報 自治体 国土地理院 ·  防災マップ上でのハザードマップ表示へ利用 

各種警報・注意報情報／避難

所開設情報 

気象業務支

援センター 

FMMC 

レスキューナウ 

気象業務支

援センター 

FMMC 

レスキューナウ 

·  プッシュ通知による災害情報の配信、マイハザードサービスにお

ける防災情報への表示へ利用 

安否情報 個人 個人 ·  家族や自治体／自主防災組織等への安否情報の共有へ利

用 

発災通知フラグ レスキューナウ ソフトバンク 発災事象を他サービスへの通知に利用 

服薬・体調情報 個人 個人 平時における家族・支援者との共有、災害時における確認に利用 

避難所チェックイン/チェックアウト

情報 

個人 個人 ·  市民の誰がどこの避難所にチェックイン/チェックアウトしたか把

握、避難者リスト作成へ利用 

アンケート情報、分析情報 個人 個人 ·  避難者の避難所での生活状況、ニーズ・課題把握へ利用 
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都市 OS(機能(サービス)、データ、データ連携、共通機能) 

会津若松市では、スマートシティリファレンスアーキテクチャに準拠した都市 OS を既に導入しており、

「認証」「サービスマネシメ゙ント」「データマネシメ゙ント」 等の基本的な機能を具備しているのはもちろ

んのこと、特に「サーヒズ連携機能」として、双方向コミュニケーションホー゚タル(地域ホー゚タル)やオプ

トイン管理を具備しており、市民参画・市民コミュニケーションを意識した PF を実現している。  

防災及ひモ゙ビリティ領域の本事業においても、既存の都市 OS を通じて ID 管理、アセット、既存 DB か

らのテー゙タ連携等を実現することて、゙市民の利便性とサーヒズ開発コスト低減の双方の観点を踏まえた

都市 OS 上ての゙サーヒズ実装を行う。 

 

 

 

スマートシティサポーター制度（市民参加促進） 

▮スマートシティサポーター 

・市民のみなさんに、体験から利用に繋がることができる機会や

場の設定とともに、口コミや拡散などにより参加の輪を広げてい

くことができる環境（スマートシティサポーター制度）を構築す

ることで、利用者拡大から市民理解浸透の好循環を目指す。 

・データ連携基盤により、デジタルでシームレスにサービスが展

開されることを踏まえ、一度自分が利用したサービスを起点に他

の分野のサービスへもシームレスに利用が拡大していくような、

アナログでの人の繋がりや体制をつくっていく。 
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▮リビングラボ 

・「デジタルを活用した地域課題の解決」という同じ目標に向かって、企業と地域関係者が継続的に対話

をしながら試行錯誤を重ねながら開発を進めていく場や機会（リビングラボ）をつくっていく（デジタル

防災の開発における、ソフトバンク×旧年貢町町内会のような関係を他の分野や取組にも拡大）。  
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ロードマップ 

中長期スケジュール 

会津若松市のスマートシティに関連する事業全体の計画・スケシュ゙ールは以下の通り。本事業で実施す

る防災の取組は行政分野等と、モヒリ゙ティの取組は決済分野や観光分野等とそれぞれ関係性か深゙いこと

から、他分野の取組・事業と相互に進捗状況等を確認しなから゙、地域全体としてすへでの領域において

市民により良いスマートシティサービスが提供されることを目指す。 

 

 

 

K P I 

スマートシティの目標(KPI) 

『スマートシティ会津若松』は特定分野ではなく地域全体の DX を目指すものてあ゙り、①市民参加型て自゙

助・共助・公助の在り方を再構築し、市民生活の利便性向上&地域産業 DX による人・産業双方の観点か

らの②地域の活性化を実現することで、地域行政における歳出抑制と歳入増加を無理なくバランシング

することて、゙全国の地方の共通課題である③地域の持続性を確保することを目標に推進する取組てあ゙る

ことから、以下の 3 つを『スマートシティ会津若松』の取組全体の KGI/KPI として設定。 
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その他 

関連法令、各地域でのルール・ガイドライン 

▮スマートシティ実現のための 10 のルール 

スマートシティに携わるすべての主体で共通認識としてスマートシティ実現のための 10 のルールを策

定。多種多様な分野の取組を並行して推進するスマートシティにおいて、地域の軸となる共通ルールを

持っていることは、総花的なバラバラな取組とならず、地域として一体性を持った取組となるために極

めて重要と思料。 

 

 

▮個人情報等の適切な取扱い 

個人情報保護法等の遵守や適切なデータ管理体制 (PIA(ISO/IEC 29134) 、ISMS(ISO/IEC 27001)に準 

拠)を構築するのはもちろんであるが、市民のデータをオプトインで取扱うスマートシティ会津若松にお

いては、市民から見て透明性・信頼性・納得感のあるデータ管理運用が極めて肝要。そのため、市民が

個人情報の取扱いについて、チェック・説明を求めることが可能な体制を構築する想定。 
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３. 実証実験の位置づけ 
 

実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 

命を守るデジタル防災(マイハザード)事業概要  

▮中長期計画(ロードマップ)における実証ステップと実施概要 

前章の中長期計画での防災領域において想定している詳細機能実装ステップ（Phase）は以下を想定して

おり、本事業においては「要支援者・要介護者支援連携」の実証を行う。 

 

 

■Phase 1：市民の属性情報や位置情報を活用したデジタル防災実証（令和３年度事業実証(済)） 

オプトインに基づいて取得した市民の属性情報(住所や家族情報)や位置情報を活用することで、情報提供

に留まらない避難誘導やリアルタイムな家族安否確認サービスなどのパーソナライズされた防災サービ

ス(マイハザード)を都市 OS 上で提供。 

具体的には、ひとりひとりの属性・状況に最適化した避難支援（パーソナライズ避難支援）、および平時

〜発災時〜避難時〜復旧時まで全タイムラインで避難支援の実現を行うサービス。具体的には、市民向

け防災・避難支援アプリ、および管理者向け避難行動支援のための管理画面を提供し、自助、共助、公

助による避難支援を実現。 

 

＜マイハザードサービス概要＞ 

●市民向け防災・避難支援アプリ 

事前登録のプロファイル情報とスマホ位置情報から、市民ひとりひ

とりの状況に合わせた防災・避難を支援。災害前においては、ハザ

ードマップ、避難所確認、防災用品の準備のための避難計画策定を

行うことが可能。災害が発生した際には、自身が避難する対象であ

るかも含めて Push 通知による災害情報受信、避難が必要な時の避難

所までのルート検索ができ、安否確認機能で家族の安否状況の確認

も行え、さらに地図上で家族の位置情報の確認可能。 
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●管理者向け避難行動支援 管理画面 

発災時に市民がアプリで回答した安否状況、集

計結果をマップに表示し自治体職員が確認可

能。それにより、市民の避難状況が把握できま

す。さらに要支援者においては氏名も含めて把

握できるため（事前に了承取得の上）、迅速な

避難促進へつながる。避難所外避難者の把握も

可能なため、物資の需給も含めて管理を容易

化。 

 

 

■Phase 2：要支援・介護者支援連携連携実証（令和 3 年度補正事業実証） 

令和３年度補正事業においては、災害時において弱者となりうる要支援・要介護者等に関する避難支援

の実現について検証する。 

具体的には、要支援・要介護者等に関する避難状況・服薬情報・体調等に関する情報を、災害時支援に

必要十分な範囲で情報共有することが災害時には必要であるが、平時と有事の情報提供範囲・種類等の

差に関する知見は存在していない。そこで、令和３年度事業で実証を行った位置情報を活用した防災ア

プリ「マイハザード」に介護・ケアラー向けコミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携

し、サービス及びシステムの双方の観点で実証を通じた検証を行い、防災及び介護 DX を推進する。 

 

＜連携サービス：ケアエールサービス概要＞ 

ケアが必要な方（以下、大切な人）毎にルームを作成、ルーム毎に関わ

ってほしい人だけを招待。体調や生活の情報に加えて、嬉しかったこと

や気になることなどの心情を気軽に共有できるコミュニケーションアプ

リ。大切な人に対する関係者の理解が深まり、ケアの質向上や関係者の

負担軽減へ繋げる。 

 

 

 

  



 

 18 

 

1_スマートシティ実証調査成果品 
 

 
■Phase 3：避難生活支援連携実証（令和 4 年度事業実証） 

令和 4 年度事業においては、災害時において課題となる「避難所生活の質」の向上を目指すべく、デジ

タル化による避難所生活支援の実現について検証する。 

具体的には、災害時における避難所生活において、その質を高めることが日常復帰時にも重要な要素と

なるが、避難民の多様な状況、ニーズ・課題をリアルタイムに把握し、適切な避難民支援につなげる可

視化範囲についての知見は存在しておらず、さらにその情報取得範囲、分析範囲、共有範囲や種類等に

ついての知見も存在していない。そこで、位置情報を活用した防災アプリ「マイハザード」に、避難所

管理サービスである「Qualtrics」を連携、さらに要支援者における体調や服薬情報とも連携し、サービ

ス及びシステムの双方の観点で実証を通じた検証を行い、防災 DX を推進する。 

 

＜連携サービス：避難所管理サービス概要＞ 

多様な状況・ニーズ・課題をリアルタイムに把握

し、適切な避難民支援につなげるために避難所生

活を可視化。避難所チェックインの短縮、避難所

管理者の避難民管理の負担軽減、避難所満足度の

可視化（運営、物資の過不足、その他課題等）、

ストレスの可視化など、避難所開設以降のきめ細

かい管理を行うことで避難民の生活の質を高め、

日常生活への復帰をしやすくすることへ繋げる。

これは、避難所管理をデジタル化する事により管

理者の作業負荷を軽減する事で実現できる。 
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▮Phase 3：避難生活支援連携実証概要 

マイハザードと Qualtrics を都市 OS を通じてサービス間連携することで、避難後の避難所チェックイン

〜避難生活〜避難所チェックアウトまでを可視化し、避難民に関する避難所生活支援の実現について実

証を行う。 

 

＜マイハザード×避難所管理サービス連携イメージ＞ 

●避難所避難と避難所生活可視化フロー 

 

 

 

●避難所可視化イメージ（Qualtrics） 
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＜都市 OS を通じた分野横断型データ連携におけるポイント＞ 

1. 災害時における避難所避難民サポート：マイハザード × Qualtrics 

マイハザード × Qualtrics 連携することで、避難民情報、避難所生活における多様な状況、ニーズ・

課題をリアルタイムに自治体、避難所管理者と共有し、避難民の円滑かつ迅速な状況把握につなげる

ことで避難生活のサポート及び質向上、および自治体職員の負荷軽減を図る。 

 

2. 避難所における情報取得範囲＆オプトイン 

避難所生活においてのデータの取り扱いについて、避難民の基本情報、ストレス情報、及びニーズ等

に関する情報の連携範囲を都市 OS で明示的にオプトインすることで、行政、病院、民間企業等も情

報利活用に戸惑うことなく適切な避難民支援活用が可能。都市 OS ID を持たない避難民の情報の連携

も行うことで、取りこぼしのない避難民支援を行うことが可能。 

 

3. 都市 OS を通じたサービス間データ連携 

オプトイン情報を利用することで、マイハザード・Qualtrics 間はもちろんのこと、行政・モビリテ

ィなどのさまざまな分野横断型のデータ連携が可能。 

 

活用する技術 

■都市 OS によるオプトイン型情報利活用モデル 

＜令和 3 年度事業の取り組み＞ 

• 都市 OS 上に構築したスマートシティサービスを都市 OS 上で連携 

• 市民がデータコントロール権を有するオプトイン型の情報利活用モデルを採択 • API 活用による都市

OS を通じたデータの効率的な流通管理 

• 都市 OS が存在する地域に、スマートシティサービスを容易に横展開可能 
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＜令和 3 年度補正事業の取り組み＞ 

• 都市 OS を通じた他分野同士のデータ連携（API 連携）による具体的な市民向けサービスの提供（日

本初の事例） 

＜令和 4 年度事業の取り組み＞ 

・ 都市 OS を通じた他分野同士のデータ連携のみならず、市民のデータ分析結果を元にサービス提供が

される数少ない事例を構築することが可能 

※再掲：都市 OS 全体像と果たす役割 

 

 

■マイハザード×Qualtrics 

• 都市 OS をベースとし、都市 OS 上のスマートシティサービスとして「マイハザード」、「Qualtrics」

サービスを構築 

• 都市 OS とマイハザードが担うべき役割に応じて、相互に機能・データ連携しながらマイハザードサ

ービス利用者に提供  

• 都市 OS の標準仕様に準拠し、ID 認証/認可は OpenIDConnect、データ連携は Restful API/Json を

利用 
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サービスのロードマップ内の位置づけ 

• 2025 年を目途に、各分野におけるスマートシティサービスを都市 OS 上のパッケージとして完成さ

せる 

• 特に防災分野はデジタル化の恩恵を市民が実感しやすい領域だと考えており、スマートシティ加速の

ためにも率先して取組む方針 

※防災分野以外として、行政、ヘルスケア、観光、決済、食農分野の 2022 年度実装が進行中 

 

 

 

 

ロードマップの達成に向けた課題 

オプトインによる情報提供＆サービス提供の検証とモデル構築（令和 3 年度事業においても実施） 

・ 会津若松市のスマートシティは、市民同意のもとで情報を提供(オプトイン)してもらい、代わりにパ

ーソナライズされたより便利なスマートシティサービス・デジタル体験を提供することをすべての領

域の基本としている。(#7 記載の『10 のルール』に規定)  

・ 情報提供の心理的ハードルが比較的低いと思われる防災サービスを通じて、オプトインによる情報提

供&サービス提供の検証・モデル構築することが、今後の他分野も含めた地域全体のスマートシティ

サービスの普及・推進の礎になると思料。 

 

        ※再掲 
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分野間連携（サービス間連携）の検証とモデル構築 

・ 会津若松市のスマトシティは、サービスを連携基盤を通じて有機的かつシームレスに繋げることによ

り、市民生活における多様な場面での利便性向上や分野連携による付加価値創出を図っていく 

・ 令和 3 年度に構築済のマイハザードサービスをベースに、避難所管理ソリューション「Qualtrics」サ

ービスとの分野間連携を先行的に取り組みことで、新たな付加価値の創出と共に市民にスマートシテ

ィの恩恵を享受してもらえる礎になると思料。 

 

＜有機的かつシームレスな分野間連携（会津若松市スマートシティ構想 12 分野）＞ 

 

 

 

課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 

オプトイン 

避難所避難民の情報共有範囲（誰に何の情報を共有するか）、さらに避難民の感情データ（派生データ）

に関するオプトインケースについて、平時と有事で区別してその効果を検証。また、自治体と市民との

コミュニケーションにより得られる感情データを活用した行政判断の知見により、データを活用したよ

りきめ細やかな市民サポートの実現に課題がないかについても検証。それらにより得られる、状況や目

的などに応じて設定される複数のオプトインケースに関する知見により、今後都市 OS を通じてパーソナ

ルデータが複数分野間で流通する際に、より市民ニーズにそったきめ細やかなオプトイン設定手法につ

いて検証。 

 

異分野間データ連携 

防災サービスと介護サービスの都市 OS を通じた異分野データ連携によって得られる、異分野間のデータ

連携のためのインターフェース（API やデータ形式など）に関する知見により、防災と顧客/市民体験分
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析：Qualtrics）の分野間のみならず、モビリティや行政などのさまざまな分野間における都市 OS/デー

タ連携基盤を通じたデータ連携・流通を促進へつなげることの検証。 
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４. 実験計画 

 

実験で実証したい仮説 

サービス観点 

避難民の多様な状況、ニーズ・課題情報を誰に・どこまで共有、分析・可視化することが適切かを実

証。さらに、平時と有事との情報共有範囲の違いを検証。 

 

システム観点 

分野サービス（防災：マイハザードと顧客/市民体験分析：Qualtrics）間にて、都市 OS を通じた分野横

断型データ連携が可能かどうかについて検証。 

     

実験内容・方法 

サービス観点 

前項におけるサービス観点の仮説検証を目的に、「①避難〜避難所生活の実態調査」、「②防災訓練検証」

の 2 ステップで検証を実施。 

「①避難〜避難所生活の実態調査」は会津若松市主催の総合防災訓練へ参加し、避難所運営の実態につ

いての調査、「②防災訓練検証」は実際に避難所管理サービスを防災訓練形式にて運用実証を実施。 

 

 

▮①避難〜避難所生活の実態調査 

●実証方法と概要 

2022 年 11 月 20 日実施の「会津若松市 総合

防災訓練」に参加し、避難所オペレーション

（避難所開設→避難所受付→避難生活）の実

態について観察。災害時における避難所生活

支援をデジタル化することの有用性・有効性

について、避難所オペレーションの観察を通

して確認を行うと共に、会津若松市職員の生

の声をヒアリング。 
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＜調査目的＞ 

会津若松市 総合防災訓練にて、現状の避難所オペレーションの実態を調査。また、訓練参加者、避難所

を運営する立場である会津若松市職員の生の声をヒアリングすることで、避難所オペレーションにおけ

る課題、デジタル化の可能範囲とその効果についての洗い出しを実施。 

 

 

＜調査日時・対象者・実施場所＞ 

症状無し、症状あり、要配慮者における避難所チェックインのオペレーションを観察し、その後訓練参

加者の意見をヒアリング。訓練後においては、会津若松市職員との意見交換を実施 

 

※参考）要支援者対応訓練 チーム構成表 
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●実証内容と検証項目（方法） 

デジタル化による課題解決のヘン゙チマークとして、現状の避難所オペレーションの実態について、以下

項目の観察、ヒアリンクを゙実施(現状課題の洗い出しとテジ゙タルての゙解決可否を可視化するため)。  

 

 

●仮説の検証に向けた調査方法 

防災訓練開催時間においては、訓練へ参加した要支援者、支援者、自治体職員へ声がけし、避難民、

避難所オペレーションする立場それぞれにおいての現状課題のヒアリング実施。 

訓練後、実際に観察した内容、ヒアリングした内容をもとに、デジタル防災協議会参画企業（SAP ジ

ャパン、ソフトバンク、SOMPO ホールディングス）、および会津スマートシティの支援を行なってい

る日本工営と協議を行い、デジタル化による課題解決可能領域の確認を実施。 
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▮②防災訓練検証 

●実証方法と概要 

「①避難〜避難所生活の実態調査」 においては、避難所

オペレーションの実態把握、課題についての洗い出しを行

ったが、防災訓練検証においては、防災訓練の中でマイハ

ザード×避難所管理ソリューション(Qualtrics）による避

難民支援サービスを実際に体験してもらう形でユーザーテ

ストを実施。避難所運営者、避難民となる市民に参加いた

だき、実際の避難所オペレーションの中で避難民支援サー

ビスの有用性・有効性について検証を実施。また、前項に

おける仮説検証項目である「避難民の多様な状況、ニー

ズ・課題情報を誰に・どこまで共有、分析・可視化するこ

とが適切か」についての情報共有範囲の検証も実施。 

 

 

＜調査目的＞ 

避難所オペレーションする立場の関係者である自治体職員等、避難民の立場である町内会の方々にマイ

ハザード×Qualtrcs 連携による避難所避難民支援サービスを実際に体験いただき、下記 2 点を検証。 

 

 

＜調査日時・対象者・実施場所＞ 

避難所オペレーションする立場の関係者である自治体職員、避難民の立場である町内会の計 10 名に参加

いただき、マイハザード×Qualtrics の連携による避難所避難民支援サービス体験、意見ヒアリングを実

施。 
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●実証内容と検証項目（方法） 

 

＜マイハザード、Qualtrics 連携体験シナリオ＞  

マイハザード×Qualtrics 連携での避難所チェックインから避難所生活までの一連の流れのシナリオを作

成。避難所避難の一連の流れを実際のアプリで体験してもらい、連携サービスの受容性・有効性を計測。 

 

 

＜検証項目（意見ヒアリング内容）＞  

マイハザード×Qualtrics 連携による避難所避難民支援サービスの有用性・有効性、受容性等把握のため

に、以下項目の意見ヒアリングを実施。 
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●仮説の検証に向けた調査方法 

避難所オペレーションする立場の関係者である自治体職員、避難民の立場である町内会より以下観点の

アンケートを取得することにより、生の声や意見を拾う形にて調査。 

＜インタビュー内容＞  

 

 

システム観点 

分野間データ連携として、個人の属性情報やオプトイン情報をセキュアにマイハザードサービス⇔都市

OS⇔Qualtrics 間でやり取りすることが可能かどうかについて検証。都市 OS と防災サービスおよび

Qualtrics の連携によって得られる一連のデータ構造とデータ 連携方法(API 群)に関する知見により、他

分野サービスとの連携や他地域への展開を含めて、拡張性・汎用性のある防災スマートシティサービス

モデルの構築へつなげる。 

▮API 連携検証 

●実証方法と概要 

今後の異分野間でのデータ連携においても使用するデータ／API（一般化が可能な得られる知見）となる

よう、都市 OS の共通 ID をキーとしてマイハザードサービス⇔都市 OS、都市 OS⇔Qualtrics で API に

よるデータ連携を構築。 
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●実証内容と検証項目（方法） 

都市 OS で保有する以下データをマイハザードサービス、および Qualtrics へ連携。実際にマイハザード

サービスを稼働することで、今後の他サービスとの連携に資する一般化が可能な知見を習得。 

 

＜連携データ＞ 

保持アセット アセット・データ項目 同意取得先 データ保有

者 

利用目的・方法 

都市 OS 氏名、性別、生年月日、住

所、 

携帯電話番号、プロフィール

画像 

個人 個人 ·  性別、年齢に基づく防災用品、備蓄品リストのパー

ソナライズに利用 

·  登録住所周辺のハザードマップ表示に利用 

·  防災サービスにおけるマイプロフィール画像に利用 

家族情報 個人 個人 ·  家族間での位置情報、安否情報共有に利用 

位置情報 個人 個人 ·  利用者の現在地、および利用者が選択した避難場

所／避難所までの避難ルートの表示に利用 

·  自治体の市民避難状況把握のための管理画面の

マップ表示へ利用 

要支援者フラグ情報 個人 個人・自治

体 

·  要支援者の安否、位置情報に基づく氏名・年齢含

めた避難状 

  況確認に利用 

避難所情報（位置、対象

の災害種別、標高、収容人

数） 

自治体 自治体 ·  防災マップ上での避難所情報表示へ利用 

マイハザード 各種ハザードマップ情報 自治体 国土地理院 ·  防災マップ上でのハザードマップ表示へ利用 

各種警報・注意報情報／

避難所開設情報 

気象業務支

援センター 

FMMC 

レスキューナ

ウ 

気象業務支

援センター 

FMMC 

レスキューナ

ウ 

·  プッシュ通知による災害情報の配信、マイハザードサ

ービスにおけ 

  る防災情報への表示へ利用 

安否情報 個人 個人 ·  家族や自治体／自主防災組織等への安否情報の

共有へ利用 

Qualtrics 避難所チェックイン/チェックア

ウト情報 

個人 個人 ·  市民の誰がどこの避難所にチェックイン/チェックアウト

したか把握、避難者リスト作成へ利用 

アンケート情報、分析情報 個人 個人 ·  避難民の生活状況、ニーズ・課題把握へ利用 

 

●仮説の検証に向けた調査方法 

・既存 API を活用して、他サービスが都市 OS 介してサービス連携を行うことに課題がないか、API 連携 

 手法として必要十分かについて検証（システム設計段階より検討） 

・避難所管理サービスにおいて、マイハザードからの遷移、避難所チェックイン、避難者管理を行うた 

 めの情報として都市 OS から情報を取得するためにが必要十分な API（種類）、データ連携手法、デー 

 タ連携における課題を抽出  
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５. 実験実施結果 

 

サービス観点 

① 要支援者・要介護者避難支援における実態調査（2022 年 11 月 20 日実施） 

▮実験結果 

●実施風景 

  

 

●観察、ヒアリング結果 

 ▼避難所受付、避難所内誘導フロー 

 

 

 ▼訓練参加者の声 
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⇒訓練参加者、避難所を運営する立場である会津若松市職員の課題解決アイデア 

・ 避難所受付は、QR コードや顔認証（入り口の体温計）でできると良い 

・ 会津若松+へ市民の情報が登録されているので、その情報を活用できないか 

・ マイナンバーカードを利用できないか 

 

 

⇒訓練参加者、避難所を運営する立場である会津若松市職員の課題解決アイデア 

・ 要支援者とわかるようにカードなどをぶら下げてタグづけできればよりスマートになると考える 

 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・ 現在の運用においては、何度も紙に書かせたり、要支援者においては個別対応（聞き取り）が必要と

なったり、避難所に来たタイミングにて数多くのオペレーションが存在 

・ これらのオペレーションを事前に行うことができる且つ最新の情報が保たれることが実現できれば、

避難所オペレーションの負荷軽減、効率化へ寄与できると推察 

・ マイハザード×Qualtrics 連携による避難所サービスの提供により、避難所オペレーションをデジタ

ル化することで、負荷軽減、効率化へ寄与できるかを「②防災訓練検証」にて検証を実施。 
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② 防災訓練検証（2023 年３月 11 日実施） 

▮実験結果 

●ユーザーテスト参加者属性 

  市民：10 名 

  性別：男性：９、女性：１ 

  年代：40 代：1、60 代：2、70 代：7  

         

●実施風景 

  

●避難所管理サービス概要 

 

▼オンラインチェックイン・チェックアウト 

避難所に入所時に「受付名簿」「避難者カード」を記入する代わりに避難所管理サービスの「チェッ

クイン受付名簿」「チェックイン避難者カード」を使用して入所する。 
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▼避難生活アンケート 

避難所入所後、避難者に避難生活の現状、要望、課題をアンケート取得する。（日本語と英語） 
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▼避難所管理者機能 

受付名簿、避難者カード、避難生活アンケートで収集したデータを管理者視点で分析する。 
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●実証実験結果 

▼オンラインチェックイン・チェックアウト 

参加者に避難者の役割として「高齢者（単身）」「高齢者（夫婦）」「母子（乳幼児）」「児童」「聴覚障

がい者」「視覚障がい者」「外国人」「一般」を演じてもらい、現行の紙に記入する方法と避難者管理

サービスを使用する方法を体験して貰い、作業時間を測定する。 

 

 

受付名簿、避難者カードともに処理時間を 75%以上短縮できることが分かった。 
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▼避難生活アンケート 

参加者に前述の役割に準じて避難生活の現状、要望、課題に対する「避難生活アンケート」を回答し

てもらう。 

以下、回答内容（テストデータ含む） 

 

◆避難生活についての満足度 

 

◆避難者の相談内容 
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◆避難者がもっとも困っていること 
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◆避難者のストレス状況 

 



 

 44 

 

1_スマートシティ実証調査成果品 
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避難生活アンケート実施後にアンケート回答をみながら自由討議を実施。その際の【参加者の声】を下

記に記載する。 

 

・避難生活アンケートについて 

アンケートは、要望、課題、現状について別のアンケートに分けた方が良い。特に、要望について

は、自治体で情報共有して直ぐに対応できるようになると良いと考える。また、アンケートデータの

活用（開示する範囲や情報を活用する組織）については、もっと議論すべきである。加えて、アンケ

ートそのものの位置づけを明確にしないと効果的で実態に即した回答を得られない為、注意が必要で

ある。 

・発災時の避難活動について 

自治体が 100%避難活動をカバー出来るとは考えられない。自治体でカバーする部分、地域でカバーす

る部分を明確にして「命を守る」活動に繋がらないと意味がない。その為にも、平時より自治体と地

域で協力して発災時の避難活動について検討しておく必要がある。 

 

▼避難所管理者機能 

避難者カード、避難生活アンケートで収集したデータを管理者視点で分析した。 

以下、テスト的に確認した情報。 

  

                                                                                        

         ー ス     
                    

     
                 

                     
              

       ー          ー  
                    
        

    ート ー             
       
    ート            
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◆避難者数、避難者チェックイン状態 

 

◆避難所別避難者数 

 

 

◆避難者属性情報 
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◆車両避難者情報 
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◆要介護の避難者情報 
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◆避難所別避難者の特徴 

 

◆避難者一覧 

 

 

管理者機能についてダッシュボードを確認しながら自治体職員と自由討議。 

これまでの紙による運営がデジタルに変わる事により市民の利便性が向上する、避難所管理者が避難所

入所手続きに要している処理時間が短縮する、支援物資に関する支給数が直ぐに分かるメリットがあ

る。反面、デジタル処理に慣れていない市民（高齢者、要介護者等）が多数存在すること、地域により

防災に関する意識の差があることから、防災に関する自治体としてのルール作りを平行して行わないと

このサービスの良さが生きてこないと感じる。 
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●アンケート結果 

１）サービス受容性 

 

 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・ 発災時の避難行動および避難所生活にデジタル防災が活用できると理解して頂けた。ただし、入所や

避難者カードの登録作業では改善の余地がある（例えばマイナンバーカード連携）と考える。 

 

２）平時と有事における情報共有範囲 

  
 

 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・ 情報共有範囲は、今後検討が必要である。特に避難生活時の要望、課題、ストレスについては自治

体、地域（地区防災組織、町内会）と連携して検討していく必要がある。  
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３）自治体への情報連携検証 

 

 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・ 上述の情報共有範囲と平行して検討が必要である。避難生活のアンケート設計から議論が必要。 

 

４）デジタル化の恩恵度 

 

 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・ 実証実験参加者からは一定の評価を得ている。今後は地域への展開を進めていく必要がある。  
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システム観点 

API データ連携 

都市 OS、マイハザードサービス、Qualtrics 各々で保持しているデータを以下 API でデータ連携し、マ

イハザードサービス機能が動作することを確認。 

※標準仕様に準拠し、ID 認証/認可は OpenIDConnect、データ連携は Restful API/Json を利用している

ため、他サービスでの活用も容易な形な標準 API として提供可能。 

 

＜都市 OS・マイハザード間での API 群＞ 

機能 概要 他サービス活用 

ID 認証／認可 マイハザードサービスと都市 OS 間のデータ連携のための認証 ○ 

ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより利用者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

全ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより全利用者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

位置情報 API 都市 OS へ格納されたユーザーの位置情報を取得 ○ 

避難所情報取得 API 避難所関連テーブルより避難所情報を取得  

Push 通知要求 API リクエストを基に、指定のユーザ端末に Push 通知 ○ 

アクセストークン更新 API トークンのセッションが有効であるか判定 ○ 

ログアウト API ログアウト ○ 

 

＜都市 OS・マイハザード・Qualtrics 間での API 群＞ 

機能 概要 他サービス活用 

ID 認証／認可 Qualtrics と都市 OS 間のデータ連携のための認証 ○ 

ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより利用者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 
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技術の実装可能な時期 

• 2022 年度では個人属性情報や位置情報等を活用した基本的なマイハザードサービスを本実証を通じ

て、検証・構築、さらに介護・ケアラー向けコミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携

した行政連携を 2022 年度中にサービス提供することを予定 

• 避難所管理サービスである「Qualtrics」を連携した避難民支援サービスは運用面の整理・調整を含め

て 2023 年度中にサービス提供することを検討 

• 2023 年度以降は個別避難計画の深度化等の防災サービスへの機能追加に加え、医療、モビリティ、エ

ネルギー等の他分野連携による機能拡張を実行計画全体における他分野の事業進捗を踏まえてアジャ

イル開発にて推進 

 

 

実装に向けて残された課題 

サービス観点 

●オプトイン 

利用者が提供した個人情報が何に活用され、誰が管理しているのか含め、利用者への丁寧な説明が望ま

れ、利用者の理解を丁寧に醸成していくことが必要。 

 

●自治体と地域（自主防災組織、町内会等）の連携 

発災時には避難所を運営する自治体職員も被災している可能性が高い。その為、平時より最悪のシナリオ

を想定した「両者の役割分担」を決定し「防災訓練」により体験しておく事が重要である。 

その中でデジタル防災が果たす役割は大きく、これまで苦労してきた「避難者情報管理」「避難者の要望

把握」では有効活用できる事が分かった。発災時の活用方法をシナリオに沿って検討しておく事も必要で

ある。 

 

●避難生活の情報把握 

避難生活支援で必要な事として「要望把握」「課題認識」「ストレス状況把握」を設定してアンケートを取

得した。これらは、後続の支援活動に繋がらないと意味が無い。今後は、後続の支援活動との連携を検討

していく必要がある。 

例えば、要望把握したら対策本部で物資調達を行い納期の回答を該当避難所に通知する。 
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システム観点 

●Qualtrics と都市 OS 間 API データ連携による課題 

都市 OS 上で標準提供されている API を活用することで容易にサービス間連携が可能。オプトインの認証

方式は、今後の他都市 OS との連携においては課題となる可能性があるため、認証方式の標準化が望まれ

る。 
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６. 横展開に向けた一般化した成果 

 

地域特情などを除いて一般化 

サービス観点知見 

・発災時の避難および避難生活にデジタル防災を活用する事で「避難所の質の向上」に繋がる事は確認

できた。しかし、その際のデータの取扱いについては、自治体、地域（自主防災組織、町内会等）と議

論して決定する必要がある。 

 

●実証実験での聴取結果 

・避難所入所はデジタル防災を活用する事で劇的に迅速化できるが、スマートフォンを使用できない人に

どう対応するか検討する必要あり。 

・避難生活アンケートについては、位置づけを明確にする事とアンケートデータの活用方法につき議論す

る必要がある。特に、要望については、自治体で情報共有して直ぐに対応できるようになると良い。   

 

●聴取結果を踏まえた知見 

・発災時の一連の流れで「自治体、地域（自主防災組織、町内会等）の役割分担」と「デジタル防災の活

用方法」を自治体、地域、デジタル防災提供企業の３者で検討しルール作成を行い、防災訓練を実施して

慣れ親しんでいく事が必要である。 

 

 

システム観点知見 

・ 都市 OS 上で標準提供されている API によりサービス間連携は容易に実現可能。 

・ 今後のマイナンバーカード連携を考慮して、自治体のセキュアな情報管理と都市 OS 上で提供してい

る各種サービスとの連携方法を検討する必要がある。 
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７. まちづくりと連携して実施することが効果的な取組の提案 

命を守るデジタル防災（マイハザード）事業とまちづくり施策との連携 

都市 OS 上でのデジタル防災（マイハザード）事業と他サービス連携 

本実証実験については、都市 OS 上における分野間のサービス／データ連携についての検証を行った。

分野間データ連携におけるオプトインの在り方、自治体だけでなくより地域に近い町内会や自主防災組

織、地域包括支援センターにおける運用上の検証についても実施。 

今後、デジタル防災（マイハザード）が実際の現場で使われていくためには、各まちづくり施策との連

携が求められるところであり、デジタル防災（マイハザード）事業においては、介護、医療、モビリテ

ィ、エネルギー分野などと順次、サービス連携を継続進めていくこととしている。 

 

例えば、医療の取組を連動することで適切な避難所対応が可

能となる、モビリティの取組と連動することで緊急支援物資

の効率的な輸送が可能となる、エネルギーの取組と連動する

ことで災害時においても自立給電が可能となるなど、災害対

応の質を求めていくにあたっては他分野との連携が欠かせ

ず、これを技術的にシームレスに可能にするものとして都市

OS（データ連携基盤）の存在がある。 

 

 

＜（再掲）都市 OS を通じたサービス連携＞ 
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令和５年度（令和４年度補正予算 国土交通省 スマートシティ実装化支援事業）においては、災害時に

備え避難行動要支援者に限らず市民の個別避難計画の作成、家族・地域自主防災組織・町内会等への連

携、災害時においては本市で推奨している会津若松プラス（都市 OS）連携/オプトインの仕組みによる

位置情報を含む安否結果の共有も可能とすることで、自助だけではなく地域の繋がりによる共助の仕組

み作りを実現。また、行政事務としても、従前よりアナログでの計画策定になっていた要支援者の個別

避難計画をデジタル化し効率化にも役立てる。本取り組みをデジタル防災サービス（マイハザード）と

ケアエール、および行政との連携により有用性・有効性について検証し、実装を目指していく。 

 

 

▮Phase 4：令和 5 年度取組内容（令和４年度当初予算 国土交通省 スマートシティ実装化支援事業） 

災害時に備え避難行動要支援者に限らず市民の個別避難計画の作成、家族・地域自主防災組織・町内会

等への連携、災害時においては本市で推奨している会津若松プラス（都市 OS）連携/オプトインの仕組

みによる位置情報を含む安否結果の共有も可能とすることで、自助だけではなく地域の繋がりによる共

助の仕組み作りを実現。また、行政事務としても、従前よりアナログでの計画策定になっていた要支援

者の個別避難計画をデジタル化し効率化にも役立てる。 

 

＜連携イメージ＞ 
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＜都市 OS を通じた分野横断型データ連携におけるポイント＞ 

1. 家族・支援者への個別避難計画連携 

作成した個別避難計画を、家族・地域自主防災組織(町内会/民生委員/消防団)等の支援者に対して

も、共有することで、平時における共助の土台作りを行う。 

 

2. 災害時の市民安否結果を地域自主防災組織等へ共有 

災害時においては、市民は家族に対してのみ位置情報を含む安否結果を共有していたが、地域自主

防災組織・町内会等へ共有範囲を拡大することで、地域の繋がりによる共助の仕組みづくりを実現

する。 

 

3. 要支援者個別計画策定業務の効率化 

個別避難計画をデジタル化し自治体へ連携。連携に際し、自治体による「要支援者個別避難計画」

の確認・チェックを行い、これまで紙で対応していた個別避難計画策定業務について、デジタルに

よる効率化を図る。 

 

4. 都市 OS を通じたサービス間データ連携 

オプトインによる属性情報を活用したサービス提供及びサービス間連携(防災-介護事業 間)を実装 
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スマートシティの取組におけるまちづくり施策との連携及び会津若松市の特性 

地方都市におけるモデルとしての会津若松市へ 

防災の取組からも分かるとおり、個々の取組のサービスレベルを上げていくだけでなく、官民問わずま

ちづくりに関わる様々な施策・取組と連携を可能とすることで、市民が生活の中で利便性を実感し、地

域全体の DX が図られていくものと考えている。 

また、個々のサービス単体ではマネタイズ出来ないものもあるが、持続性の高いもの、高くないものを

合わせて、連携しながら地域全体として運営できるような体制や運用を目指していくことで、地方都市

における持続的な体制のあり方を構築していく必要があると考えている。 

会津若松市としては、このような将来像を目指し、約１０年にわたって「スマートシティ会津若松」に

取り組んできたところであり、今後は、都市 OS（データ連携基盤）の機能拡張や共助による地域運営

体制の構築を行いながら、様々な分野において ICT やデジタルの取組を連携させ、利便性・快適性の高

いスマートシティを実現していくとともに、地方都市におけるモデルとなることを目指していく。 
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猪苗代湖

市役所

水力発電 水力発電

風力発電木質バイオマス発電

山林未利用材

工場

鶴ヶ城

ICTオフィスビル 温泉宿

域外企業・移住者・デュアラー

避難所

共創・
人材育成

デジタル
地域通貨

病院

病院

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病

先端
ICT研究

ヘルスケア

バーチャルホスピタル・
ドクターインデックス
による健康長寿社会

決済

手数料ゼロの
デジタル地域通貨

行政

行政手続の
完全デジタル化

防災

位置情報を活用した
パーソナル避難誘導

エネルギー

観光

家庭学習塾

学習
データ

ものづくり

モビリティ

モビリティ・インフラ
共通基盤の構築

ゼロカーボンシティの実現

廃棄物

ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ
に向けた取組

教育

子ども・保護者・先生の
ための子ども情報PF

食・農業

生産現場フードロス
ゼロ・農家所得向上

データに基づくパーソ
ナライス観光の実現

中小企業の
生産性25%向上

地域活性化

中心市街地の
ウォーカブルシティ

処分場

本市のスーパーシティ構想の全体概要

スマートシティ会津若松の取組を踏襲し、市民生活に密接した12分野において、本市の伝統・歴史・文化・景観などを
生かしながらデジタルを活用することで、地域の利便性・持続性等を向上させるブラウンフィールドでの取組を推進する。
様々な分野や多様な利用者を意識した包括的かつ包摂的なデジタル化を推進する。

Ⅱ‐１生活全般にまたがる複数
分野の先端的サービスの概要

市民／家

•デジタル申請手続き
•医療サービスの自由選択
•MaaSの最適選択
•学習の自由選択 など
市民による利用サービスの選択
オプトイン型データ管理

学校
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地域エコシステムによる継続可能なビジネスモデル

SDGｓ等も意識して推進する新たなスマートシティ関連サービスは、サービスや分野ごとに閉じた従来型のビジネスモデル
では採算をとることが難しい事業もあるが、全てを官が負担し続けることも現実的ではない。そのため、スマートシティ推進
団体等で、サービスや分野を超えて利益とコストのバランスを取りながら維持・運用することが必要。

Ⅰ‐２ 地域主導型
スーパーシティの実現

地
域
エ
コ
シ
ス
テ
ム

分
野
エ
コ
シ
ス
テ
ム

モビリティPF

（
例
：
モ
ビ
リ
テ
ィ
分
野
）

都市MS/OS

各サービスごとでは
収支が合わず、サー
ビスの維持運用が困
難であり、公費等を
投入しても改善は
困難

市 民 中 心 の モ ビ リ
ティサービスエコシス
テムを形成し、地域
のモビリティ全体で
のサービスレベル・
収支を考慮したサー
ビスの維持・運用を
推進

現状のビジネスモデルの課題（As-Is） エコシステム型ビジネスモデル（To-Be）

地 域 に と っ て は 必
要・有益であるが維
持費が発生する分
野※について公費頼
みで維持するのは困
難

一定程度の利益が
出る分野と、経費が
発生する分野の収
支をミックスするビジ
ネスモデルをスマー
トシティ推進団体で
構築して、地域全
体で市民生活全般
のサービスを提供

※ エネルギー/循環社会や教育など

モビリティ

エネルギー

ヘルスケア

防災

地域通貨

教育

バス

タクシー鉄道

レンタカーマイカー

自転車市民

企業

公共
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令和 4 年度 技術研究開発費補助金(スマートシテ

ィ実装化支援事業)の実証調査報告書 

 

令和５年３月 

国土交通省 都市局 

会津デジタル防災協議会 

 

 


